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１．新⽂書管理システムの整備に係る検討状況について
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現在までの検討状況等
• Ｒ４年度：公⽂書管理委員会ＷＧ報告書（Ｒ３年７⽉）を踏まえ、現状把握、課題整理等の調査研究を実施
• Ｒ５年度：「新たに整備する⾏政⽂書の管理のための情報システム（ＢＰＭＮ）」（Ｒ５年３⽉公⽂書管理委員会資料）等

を基に、内閣府と連携しつつ、新システムの要件定義書（案）を作成。
• GSS-SPO（※１）の検討中領域に⽂書を保存し、⾏政⽂書ファイルとして整理したものを新システムにて構築する記録⽤

領域に移動して管理する、⾏政⽂書の決裁、ファイル管理簿の出⼒、移管・廃棄などはEASY（※２）の機能を利⽤する、
⽅向で検討。

• Ｒ６年度において、新システムの整備費⽤として４.４億円が予算措置。

〇新⽂書管理システム（仮称）（以下「新システム」という。）は、「⾏政⽂書の電⼦的管理についての基本的な⽅針」
（平成31年３⽉25⽇内閣総理⼤⾂決定）等を踏まえ、内閣府が定義する業務要件に基づき、デジタル庁が整備。

〇「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６⽉９⽇閣議決定）⼯程表において、R６年度に新システムの整備を
開始、R８年度に段階的導⼊と明記。

今後の進めかた
• 引き続き、内閣府と連携し、要件定義書（案）の精査、改善を進める。
• EASYの機能やGSS-SPO との連携について、Ｒ６年度は機能検証を⾏い、Ｒ７、８年度に新システムの設計・開発を⾏うス
ケジュールを想定。

※１：GSSはガバメントソリューションサービスの略。⾏政機関における⽣産性やセキュリティの向上を図るため、デジタル庁において政府共通の標準的な業務実施
環境（業務⽤PC、ネットワーク環境など）を提供するものであり、現在、各府省LANの統合が進められている。
GSS-SPOは、GSSがMicrosoft SharePointを活⽤し、⾏政事務における⽂書作成、データの管理のためにGSS利⽤府省に対して提供されているサービス。

※２：EASYは、電⼦決裁、⽂書管理（⾏政⽂書ファイル管理簿の調製、RS確認など）の業務を⾏うために、現在、各府省が利⽤している情報システム（H21年に整
備された⼀元的な⽂書管理システムの後継システム）。
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「本格的な電⼦的管理」の主な内容

○電子媒体を正本・原本
作成

○文書を記録用領域に保存した時点でメタデータ（ex.作成者・作成時期・分類・名称等）を自動的に付与

○保存期間開始後は、読み取り専用に設定し、書き換え・削除ができないようにする
整理・保存

○メタデータを電子上で把握することにより管理（所在把握が容易化）

○行政文書ファイル管理簿の調製作業は、メタデータと同期し、自動化

○セキュリティの確保

○移管は電子的に行う。長期保存フォーマットの在り方を検討する
移管・廃棄

○廃棄協議はシステムを通じて行い、保存期間満了後に電子的に廃棄する

「⾏政⽂書の電⼦的管理についての基本的な⽅針」（Ｈ31年 総理⼤⾂決定）

【理念】
①今後作成する行政文書は、電子媒体を正本・原本。
②利便性・効率性と機密保持・改ざん防止のバランス確保。プロセス全体を電子化。
③手作業を自動処理化して確実・効果的に管理可能な枠組み構築。政府全体としては、新たな国立公文書館の開館時期を目途として本格的な
電子的管理に移行。

参考



EASYの
機能

２．新⽂書管理システムの概要【現状(As-Is)及び将来像(To-Be) 】
〇 公⽂書管理法に基づく⾏政⽂書の整理、保存、移管⼜は廃棄などを、より確実かつ効率的に実施する観点から、⼀連の⽂書管理業務を、⼀貫して電⼦的に処理可能
とする政府共通情報システムを構築するもの。

〇 具体的には、⽂書管理に係る現⾏システムであるEASY（電⼦決裁システム）に具備されていない⾏政⽂書（主に⾮決裁⽂書）の作成・取得、整理・保存等に係る
新たな機能を構築し、EASY（※１）と新機能の間で連携する（EASYに具備されている既存機能も適宜改修する）ことで、新システムとして整備する。
EASYの⽂書管理機能を活⽤した府省統⼀的なシステムを整備することで、経費⾯、システム機能・利⽤⾯における効率的な整備に寄与。

〇 新システムに新たに具備する主な機能は以下のとおり。（業務フローとの関係は次⾴参照）
① 過去⽂書の⾼度検索機能：⽂書作成・探索の効率化のため、過去に作成・取得した⾏政⽂書を検索し活⽤できる
② 保存期間表からの書誌情報（※２）付与機能：保存期間表の情報をもとに書誌情報をレコメンドし付与した⾏政⽂書ファイルを検討中領域に作成することが可能
③ 放置ファイルのアラート発出機能：書誌情報の付与漏れ・１年未満ファイルの削除漏れ等の⽂書の放置を防ぐため、削除アラートを発出する
④ 記録⽤領域への保存機能：整理済み⽂書の改ざん防⽌のため、読み取り専⽤の記録⽤領域を作成

※検討中領域に格納している⽂書（例えば、上司から決裁によらない⽅法で了解を得た⽂書）の改ざん、恣意的な削除防⽌を可能とする機能も具備する予定。
⑤ ⾏政⽂書ファイル管理簿への同期機能：書誌情報管理の効率化のため、⾏政⽂書ファイル管理簿への書誌情報の⾃動同期・保存を⾏う
⑥ RS確認/廃棄協議・実施/移管準備・実施機能：各種様式作成・確認・承認のシステム化による業務効率化
⑦ ファイルのチェック機能：⾏政機関、国⽴公⽂書館の作業負荷軽減のため、移管⽂書のチェック（ファイルフォーマット・パスワードロック等）を⾏う

○ 検討中領域、記録⽤領域に保管する⾏政⽂書と紐づける書誌情報には、開⽰決定等の年⽉⽇、不開⽰情報の有無などの情報も付与可能とする。

GSS-SPO／ファイルサーバー（検討中フォルダ・記録⽤フォルダ）
As-Is

To-Be

EASYの機能EASYの
決裁機能

EASYの機能

保存期間表 ⾏政⽂書の作成・取得 ⾏政⽂書ファイル等の整理・保存

新機能

EASYの
決裁機能

⾏政⽂書ファイル等の移管・廃棄

EASYの機能（決裁⽂書の整理・保存、⾏政⽂書ファイル
管理簿、RS確認）

EASYの機能（決裁⽂書の整理・保存、⾏政⽂書ファイル
管理簿、RS確認）

⑥⑦⑤⑥

GSS-SPO
(※３)

新⽂書管理システム

(記録⽤領域)

検討状況

（EASYにも
機能あり）

※１：現⾏(As-Is)においてEASYと連携している個別システムは、将来的(To-Be)にも変更なく新システム（EASY）との連携を可能とする。
※２：各⾏政⽂書⼜は⾏政⽂書ファイルにメタデータとして付与される⾏政⽂書ファイル管理簿の書誌情報を指す。以下同じ。
※３：GSS-SPOの検討中フォルダを新システムにおける検討中領域として位置づけることを想定しているが、各種要件の実現可能性などを踏まえて、今後精査。

①

②
①③

④
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３．新⽂書管理システムを⽤いた業務フローの概要

（内閣府に廃棄協議）

■: GSS 
■: 新機能
■: EASY機能

⾏政⽂書

オブジェクト凡例

データベース

書誌情報

帳票

⾏政⽂書ファイル

利⽤者の操作 新⽂書管理システム（仮称）

アプリケー
ション 新機能 ※決裁はEASY機能

⽂書の作成
（法第４条） 保存（法第6条）

作成・取得
整理（法第５条第１項〜第３項）、

保存期間満了時の措置の設定（法第５条第５項）、
⾏政⽂書ファイル管理簿の作成・公表（法第７条）

整理 保存 移管
移管の利⽤制限に

係る⼿続
(法第８条第３項)

移管
(法第８条第１項)

保存期間表

EASY機能を改修EASY機能を
改修

業務の流れ
(イメージ)

実体ファイル
の在処

【検討中領域】
GSS-SPO ⇒決裁⽂書以外の⽂書
EASY機能⇒決裁⽂書

【記録⽤領域】
新機能で⽤意するストレージ⇒決裁⽂書以外の⽂書
EASY機能⇒決裁⽂書

−
（移管・廃棄後は新⽂書管理システムでは保有しない）

廃棄協議
(法第８条第２項)

廃棄
(法第８条第１項)

廃棄

保存期間表

（e-Govへ⾃動公表）

⾏
政
⽂
書
フ
ァ
イ
ル
管
理
簿

︵
メ
タ
デ
ー
タ
か
ら
⾃
動
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成
︶

保
存
期
間
満
了
時
の
措
置
の
確
認
︵
Ｒ
Ｓ
確
認
︶

助
⾔
依
頼

助
⾔

移
管
⼿
続

移
管

（国⽴公⽂書館に移管申出）

（移管内容、⽅法の確定）
移管

（API連携で提供）

廃
棄
協
議

（廃棄同意）
廃
棄

内閣府

助
⾔
依
頼

助
⾔

各⾏政機関は廃棄同意を得て、
保存期間満了後に廃棄

移管

廃棄

⾏政⽂書ファイル

• 新⽂書管理システムを利⽤することで、⾏政⽂書の管理（作成・取得から移管・廃棄まで）をより確実かつ効率的に実施
することが可能となる。 (絵図中の①〜⑦は前⾴の主な機能に相当)

• 利⽤者は、新機能とEASY、GSS-SPOの各機能の画⾯に⾃動で遷移することができるとともに、⾏政⽂書を⼀つの⾏政⽂
書ファイルにまとめる際に、同じ書誌情報が付与されたGSS-SPO/新機能/EASYの⽂書を⼀覧することを可能とする予定。

※⽂書整理期間後

課⻑説明
Ver

局⻑説明
Ver

⼤⾂説明
Ver

書誌

書誌

書誌

書誌

決裁（EASY機能）

決裁了
Ver

担当者
Ver

⾏
政
⽂
書
と
そ
の
書
誌
情
報
を
メ
タ
デ
ー
タ
で

紐
づ
け
て
管
理
︵
付
与
の
タ
イ
ミ
ン
グ
は
任
意
︶

⑦ ファイルのチェック機能

① 過去⽂書の
⾼度検索機能

⑥ RS確認/廃棄協議・実施
/移管準備・実施機能

保存期間
（GL第４.３ ）

国⽴公⽂書館

② 保存期間表からの
書誌情報付与機能

④ 記録⽤領域
への保存機能

③ 放置ファイルの
アラート発出機能

⑤ ⾏政⽂書ファイル
管理簿への同期機能

⾏政⽂書ファイル
（整理前）

（e-Govへ⾃動公表）

メタデータ
付与・⾏政
⽂書ファイ
ル等の移動
⇒記録⽤領
域へ保存
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検討状況

書誌

⾏
政
⽂
書
と
そ
の
書
誌
情
報
を
メ
タ
デ
ー
タ
で

紐
づ
け
て
管
理

保存期間満了
時まで保存
（必要に応じ、
分割・統合・
まとめ直しを
実施）

決裁了
Ver

EASY機能

課⻑説明
Ver

局⻑説明
Ver

⼤⾂説明
Ver



４．新⽂書管理システムの検討、整備にかかる想定スケジュール等
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R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度

取
組

A.
制度

C.
システム

B.
業務
プロセス

R9年度 R10年度

ガイドライン別表改正
課⻑通知改正 各府省の取組状況の持続的な点検・監査

システムの利⽤を前提とした
標準的な業務プロセスの要件定義 デジタル時代の公⽂書管理ルールの浸透

⾏政⽂書管理規則の⾒直し、保存期間表⾒直し
紙⽂書の電⼦化、保存領域の体系的整理等

「⾏政⽂書の電⼦的管理のための
システム整備」に関する機能要件定義

システム等整備の実現
に向けた技術的検討

調査研究
要件定義

（ＧＳＳ／ＥＡＳＹ
との関係整理含む）

新⽂書管理システムの
機能検証、要件定義（案）の精査・改善（R6年度）
設計・開発（R7、8年度）

新⽂書管理システムの段階的導⼊
（設計開発、移⾏準備が整った

機能・省庁から順次利⽤開始する）

新⽂書管理システムを⾒据えた
ガイドライン・課⻑通知の改正

各省における標準的ルール及び
新たなシステムの定着化

業務
要件

機能・
⾮機能
要件

新システムを⽤いた業務フロー、要件、
画⾯試作品の検証等のため、意⾒交換等
を実施（進捗に応じて複数回実施）

※移⾏（業務移⾏、データ移⾏、システム移⾏）の準備は、新⽂書管理システムの利⽤に先⽴って、公⽂書管理課、デジタル庁、各府省で連携し、計画的に
⾏う（移⾏計画はR6年度に策定開始予定）。




